
財務諸表に対する注記

１．継続事業の前提に関する注記

　　　該当なし

２．重要な会計方針

　　（１）固定資産の減価償却の方法
　　　　　・定額法
　　（２）引当金の計上基準
　　　　　・退職給付引当金－職員の退職金の支給に備えるため、自己都合による期末要支給額の
　　　　　　　　　　　　　　100％を計上する方法で計算した退職給与引当金を計上している。
　　　　　・賞与引当金－職員の夏季賞与支払に備えるため、支給見込み額のうち、当会計年度の
　　　　　　　　　　　　費用として計上すべき金額（前年10月より当年3月までの分）を計上している。
　　（３）貯蔵品の評価方法
　　　　　・最終仕入原価法

３．重要な会計方針の変更

　　　該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

　　　当法人の退職金支給規程を採用している

５．法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

　　　当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
　（１）法人全体の財務諸表（第１号の１様式、第２号の１様式、第３号の１様式）
　（２）事業区分別内訳表（第１号の２様式、第２号の２様式、第３号の２様式）
　（３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）
　（４）公益事業における拠点区分別内訳表（第１号の３様式、第２号の３様式、第３号の３様式）
　（５）収益事業における拠点区分別内訳表は、収益事業を実施していないため作成していない。

６．基本財産の増減の内容及び金額

　　　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

51,100,000土地 51,100,000

18,046,345181,758,601建物 163,712,256

1,000,000定期預金 1,000,000

233,858,601 18,046,345 215,812,256合計

７．会計基準第３章第４（４）及び（６）の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取
崩し
　　　国庫補助金等特別積立金
　　　補助金額　81,714,709円　　戻入額（累計額）　53,404,332円　　当期末残高　28,310,377円

８．担保に供している資産

　　　担保に供されている資産は以下のとおりである。
円　　　該当なし

円計

　　　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。
円　　　該当なし

円計



財務諸表に対する注記

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示してい
る場合は記載不要。）
　　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 408,841,775 245,129,519 163,712,256

建物 27,784,622 20,110,683 7,673,939

構築物 29,747,245 25,963,027 3,784,218

機械及び装置 695,730 695,728 2

車輌運搬具 27,144,569 27,089,238 55,331

器具及び備品 161,722,571 132,395,869 29,326,702

権利 2,431,429 1,853,653 577,776

ソフトウェア 33,205,542 16,471,867 16,733,675

その他の固定資産 1,200,000 1,200,000

合計 692,773,483 469,709,584 223,063,899

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高（貸借対照表上、間接法で表示
している場合は記載不要。）
　　　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

（単位：円）

徴収不能引当金
の当期末残高

債権額 債権の当期末
残高

　該当なし

合　計

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。

（単位：円）

時価帳簿価額種類及び銘柄 評価損益

　該当なし

合　計

１２．関連当事者との取引の内容

　　　取引条件及び取引条件の決定方針等

（単位：円）

　　　関連当事者との取引の内容は次のとおりである。

関係内容 期末残高科目取引金額取引の
内　容事業上

の関係
役員の
兼務等

議決権
の所有
割　合

事業の
内容又
は職業

資産総額住所種類 法人等
の名称

該当なし

１３．重要な偶発債務

　　　該当なし

１４．重要な後発事象

　　　該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

　　　該当なし

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態
を明らかにするために必要な事項

　　　該当なし


